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2  Arther D Little(2014)「買い物弱者・フードデザート問題等の現状及び今後の対策のあり方に関する調査報
告書」経済産業省 p.10 
3  食料品アクセス研究チーム(2012)「食料品アクセス問題の現状と対応方向」農林水産省農林水産政策研究所 






5  経済産業省 HP「買物弱者対策支援について」に倣い、このように表記した。 
6  経済産業省「平成 26 年度関係省庁(国)の買い物弱者対策関連事業」 
7  経済産業省「平成 26 年度地方公共団体における 買い物弱者支援関連制度一覧」 












































 １．３ 本研究の流れ 
 



















































                                                   
10 杉田聡(2008)『買物難民 もうひとつの高齢者問題』大月書店 p.21 










次に、500 ㎡未満、及び 500 ㎡以上 1,000 ㎡未満の小売店舗の事業所数、従業者数、年間商
品販売額、売場面積、単位面積あたりの年間商品販売額を表２－３、表２－４に示す15。500㎡
未満の小売店舗における単位面積あたりの年間商品販売額がやや横ばいを保っているが、その



















                                                   
15 各年度の商業統計にある「区部・市部・郡部別、業態別、売場面積規模別の事業所数、従業者数、年間商










18  阪上貴紀(2009)「大規模小売店舗に対する規制緩和と中心市街地の衰退」一橋経済学 3(2) pp.117-141 

















る人口について、岩手県沿岸市町村では 6.8 万人から 11.3 ～ 13.8 万人に、宮城県沿岸市町




                                                   
20   平成 21 年度より地域生活インフラを支える流通のあり方研究会を立ち上げ、2010 年 5 月に報告書を作成
している。また、中心市街地再生事業費補助金買い物環境整備事業、中小企業移動販売支援事業と言った
補助金制度の設立も行っている。 










25  Arther D Little(2014)「買い物弱者・フードデザート問題等の現状及び今後の対策のあり方に関する調査
報告書」経済産業省 
26  Arther D Little(2014)によると、「60 歳以上高齢者の人数」は 3717 万人(平成 20 年 10 月)から 4198 万人(平
成 26 年 10 月)、「買い物に困難を感じている人の割合」は 16.6％(平成 17 年度)から 17.1％(平成 22 年度)
に増加している。 
27 食料品アクセス研究チーム(2012)は「生鮮食料品から 500m 以上離れた場所に住む自動車免許を持たない
人々」の人数を約 910 万人と推計している。なお、この数値は高齢者以外の人々も含まれており、内 65 歳
以上の高齢者の数は約 380 万人と推計されている。このことから、買い物弱者の数は高齢者を中心に約 700


































平成06年 11,336 838,633 31,621,274 36,238,695 0.873
平成09年 12,606 935,978 34,907,206 42,563,419 0.820
平成14年 15,714 1,234,738 35,505,758 53,727,476 0.661
平成16年 17,259 1,316,118 36,456,060 58,152,658 0.627
平成19年 19,618 1,423,401 37,993,377 64,674,951 0.587


















平成06年 1,288,964 4,681,186 70,946,206 77,405,445 0.917
平成09年 1,202,204 4,569,039 69,422,985 77,981,940 0.890
平成14年 1,071,301 4,589,069 56,752,056 71,015,526 0.799
平成16年 1,012,451 4,363,449 53,433,593 68,262,859 0.783
平成19年 909,246 4,074,747 49,751,558 64,296,856 0.774
平成26年 585,880 2,833,219 39,324,744 46,493,587 0.846
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平成06年 11,308 232,401 6,412,117 7,979,572 0.804
平成09年 9,972 228,050 6,663,336 7,538,280 0.884
平成14年 21,847 459,863 9,857,470 15,876,286 0.621
平成16年 24,329 507,278 10,613,114 17,713,000 0.599
平成19年 28,415 551,343 11,289,766 20,693,099 0.546












































































ある34。その他の貧困層に対する非常用支援として、Maslen35はFood Bank36やFree School Meal37、
School feeding program38が効果的であるとしている。 
                                                   
29  Wrigley(2003)は「Areas of poor access to the provision of healthy affordable food where the population 
is characterized by deprivation and compound social exclusion became known as food desert.」と述べて
いる。 
30  Maslen’ C.’ (2013)「2013 Food poverty」Bristol City Council. 
31  岩間信之編著『改訂新版フードデザート問題 無縁社会が産む「食の砂漠」』農林統計協会 p8 
32  Alwitt’ L.F‘, Donley’ T.D.’ (1997)「Retail Stores in Poor Urban Neighborhood」『The Journal of Consumer 
Affairs』,Vol 31, Number 1, Summer 1997 
33  Wrigley’ N.’ , Warm’ D.’ , Margetts’ B.’ (2013)「Deprivation, diet, and food-retail access: findings from the 
Leeds ‘food deserts’study」『Environment and Planning A 2003』, Volume 35, pp.151-188 
34  岩間信之編著『改訂新版フードデザート問題 無縁社会が産む「食の砂漠」』農林統計協会 p.8 




























                                                                                                                                                          
36  フードバンク(Food Bank)とは「食品企業の製造工程や農水産物出荷段階で発生する規格外、売れ残り品等、
本来食べられるにも関わらず廃棄されている『食品ロス』」を「福祉施設などに提供する活動」を行ってい
る団体を示す。（一般社団法人日本フードバンク協会 HP より引用） 
37  Free School Meal とは、諸事情により収入の援助や税金の猶予を得ている家庭の子供に対して学校の給食
を無料で提供する制度である。平成 28 年現在、イングランドとウェールズの家庭を対象として行われてい
る。（Gov.UK HP） 
38  School feeding program とは、教育的かつ健康的な救援を子供に行う社会的なセーフティネットであり、
貧困層の家庭における就学率の向上、欠席率の減少、食料品の安全の確保を目指している。（World Bank HP） 
































































                                                   
41  薬師寺哲郎(2014)「超高齢化社会におけるフードシステムの課題 ―高齢者の健康、食の外部化、食料品ア
クセス、食品摂取―」『フードシステム研究』 第 21 巻 2 号 pp.87-97 
42  熊谷修・渡辺修一郎・柴田博・天野秀紀ほか(2003)「地域在宅高齢者における食品摂取の多様性と高次生




44  岩間信之編著『改訂新版フードデザート問題 無縁社会が産む「食の砂漠」』農林統計協会 p.8 

































































※ Arther D Little(2014) 「買い物弱者・フードデザート問題等の現状及び今後の対策のあり方に関する調








                                                   




























































                                                   
50  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 p.57 
51  「いすゞ自動車／中型トラック「フォワード」を改良 2016 年 11 月 14 日」LNEWS 
（http://lnews.jp/2016/11/i111403.html） 
52  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 p.47 
53  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 p.57 
54 生活協同組合コープみらいによると、移動販売車（2t）の購入費と車体のデザイン代で約 1230 万円かかっ
たという。 





























〇 × 〇 ×
商品の値段 高 普通～高 高 -
買い物以外の用事を済ませられるか × × × 〇
好きな時に買い物ができるかどうか × 〇 × ×
商品を直接選択・購入可能か × 〇 〇 〇





































                                                   
56  武田彬奈・小松泰信・横溝功(2011)「中山間地域における買い物弱者の現状と対策」『農林業問題研究』,
第 183 号,pp85-89 
57  赤坂嘉宣・加藤司(2012)「『買物弱者』対策と事業採算性」経営研究,第 63 巻,第 183 号,pp19-38 
58  Arther D Little(2015)「買い物弱者応援マニュアル Ver3.0」経済産業省 































                                                   
60  倉持裕彌・谷本圭史・酒井裕規・土屋哲(2015)「官民の役割分担に着目した移動販売の持続可能性の改善
に関する考察―中山間地域を対象として―」『運輸政策研究』, Vol.18, No.2,pp.2-11 
61  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 


































                                                   
64  柳原崇男・三宅翔太(2012)「郊外住宅地における買い物困難者への支援方法に関する研究」第 45 回土木計
画学研究発表会・講演集 
65 農林水産省食料産業局食品流通課(2016)「『食料品アクセス問題』に関する全国市町村アンケート調査結果」 

































                                                   








72  経済産業省(2014)「平成２６年度補正予算 中心市街地再生事業費補助金 （買物環境整備促進事業）募集
要領」 p.1 
73  経済産業省(2015)「平成２７年度地域商業自立促進事業募集要領」 p.10、 
   農林水産省(2015)「平成２７年度農山漁村６次産業化対策事業のうち食料品アクセス環境改善対策事業に係
る公募要領」 p.1 






































































































































































































 収入 R は利用者一人当たりの購入費 r、買い物弱者対策の利用一回分の手数料 f、利用者数 n
より、以下の数式から求められる。 
 
R =n・( r + f ) ・・・（４．３） 
 
 固定費用は運営費用 oc、初期費用 ic、償却年数 y、初期費用への補助率 a より、以下の数式
から求められる。 
 





 可変費用 VC は利用者一人当たりの収入 r、売上高総利益率 g、利用者数 n より、以下の数
式から求められる。 
 
vc =r・n・(1 – g) ・・・（４．５） 
                                                   
76  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 p.39 
77  倉持裕彌・谷本圭史・酒井裕規・土屋哲(2015)「官民の役割分担に着目した移動販売の持続可能性の改善





 𝑅∗ = 






下辺の N が消えるため、 
 
 𝑅∗ = 


















 以上の式の内、利用者一人当たりの購入費 r、償却年数 y、運営費用 oc、初期費用 ic、売上
原価率 g、一世帯当たりの人数𝑛ℎ、利用者１人当たりの毎月の利用回数 t をそれぞれ所与の値











                                                   











（４）車両は一台の 2 トン・ロングトラックで、平日 5 日間で一日ごとに 5 つの地域を回り、
1 日 100km 走るものとする。83 
（５）各地域に週 1 回来るものとし、月に 21.4 回移動販売を行うものとする。 
（６）売上高総利益率は 29.9％84に設定する。 
（７）ドライバーをアルバイトとして一人雇い、給料を時給で換算する85。 
（８）原価償却期間は 5 年と設定する。 
（９）千葉県で行われている生活協同組合の移動店舗ふれあい便のデータ(表４－２)及び当事
業者へのインタビュー86より、利用者一人当たりの購入費は 1264.4 円に設定する (表４－３)。 
（１０）利用者１人当たりの毎月の利用回数は 4回に設定する。 
（１１）一世帯当たりの人数は 2.49人に設定する。 
 また、初期費用への補助率 a は 0％,50％,100％、買い物弱者対策の利用一回分の手数料 f は




                                                   
79  柴田翔大郎(2014)「事業の採算性と利用者数を考慮した買い物弱者の支援方法に関する研究」平成 25 年度
東京海洋大学流通情報工学科卒業論文 p.60 
80  生活協同組合コープみらいは千葉県の袖ヶ浦市、木更津市、君津市において移動販売事業を展開している。 
81  中小企業庁「中小企業実態基本調査 平成２７年確報（平成２６年度決算実績）（訂正済み）」 
82  移動店舗ふれあい便はコープみらいミニコープ蔵波店を中心に、移動販売事業を行っている。 
83  移動店舗ふれあい便は中心の店舗から一時間の場所を目安として営業を行っている。一時間でおよそ 50km
走れると考え、100km に値を設定した。 
84  中小企業庁「中小企業実態基本調査 平成２７年確報（平成２６年度決算実績）（訂正済み）」p80 より、小
売業界の売上高合計値と売上原価合計値から求めた。 
85  移動店舗ふれあい便は生活協同組合を定年退職した人をアルバイトとして再雇用する形で運営されている。 
86  移動店舗ふれあい便へのインタビューによると、利用者一人当たりの利用料は居住地によって異なり、団
地では約 1100 円、山間地域では 1600 円、高齢者施設では 700 円になるとのことだった。そのため、本研
究では利用者一人当たりの購入費の平均値を停留所と利用者数の割合から求めた。加えて、今年度は商品一
品につき 10 円の手数料を徴収している。平均購入点数を 10 点と仮定すると、手数料 100 円分が利用者一
人当たりの利用料には含まれていると考えられる。よって、利用者一人当たりの利用料の平均値から手数料
100 円を差し引いたものを「利用者一人当たりの購入費」として考え、試算に用いた。 













































































人件費    運転手人数×１　時給1100円　労働日数21.4日 一日8時間










     1高齢者施設
B市　7地域 C市　11地域
C市　13地域,
    1高齢者施設
A市　4団地,
   2高齢者施設
C市　5地区
週5曜日
停留所数 13カ所 7カ所 11カ所 14カ所 11カ所 56カ所













団地 1100 12 0.9 60.9 67015.4 0 0 0 0
高齢者施設 700 1 0.1 5.1 3553.8 0 0 0 0
過疎地区 1600 0 0 0 7 1 26 41600













団地 1100 0 0 0 0 0 0 0 0
高齢者施設 700 0 0 0 0 1 0.1 4.9 3400.0
過疎地区 1600 11 1 32 51200 13 0.9 63.1 101028.6
11 1 32 51200 14 1 68 104428.6
団地 1100 4 0.4 19.3 21200.0
高齢者施設 700 2 0.2 9.6 6745.5
過疎地区 1600 5 0.5 24.1 38545.5
































 初期費用への補助無で利用料を取らない場合、収支均衡が成立する収入は 2,082,655 円、延
べ利用者数は 1,647 人になった。この場合と初期費用に全額補助を出した場合を比べると、収
支均衡が成立する収入を約 54 万円、延べ利用者数を 427 人減らすことができる。一方、利用
者から買い物弱者対策の利用一回分の手数料（以下、手数料）を 100 円徴収した場合と比べる





































あたりの 10円値上げをして販売活動を行っている。平均購入点数は 5~10 点であるため、手数
料はおよそ 50~100 円になる。ネットスーパーや宅配の利用料90も購入金額によって無料、ま
                                                   
88  伊勢昇(2015)「買い物弱者における買い物支援策の利用頻度と支払意思学に関する研究」『交通工学論文集』, 
第 1巻, 第 2号(特集号 A) p.29 




0円 100円 200円 300円 400円 500円
初期費用への
補助無
2,082,655 1,696,484 1,462,362 1,305,259 1,192,539 1,107,721
初期費用の
半分補助
1,542,258 1,256,289 1,082,916 966,577 883,105 820,295
初期費用
全額補助
1,001,861 816,094 703,469 627,895 573,671 532,869
0円 100円 200円 300円 400円 500円
初期費用への
補助無
1,647 1,243 999 834 716 628
初期費用の
半分補助
1,220 921 739 618 531 465
初期費用
全額補助
792 598 480 401 345 302
0円 100円 200円 300円 400円 500円
初期費用への
補助無
1,025 774 622 519 446 391
初期費用の
半分補助
759 573 460 385 330 289
初期費用
全額補助





















 ４．２．３ 実際の移動販売事業の運営データとの比較 
  
表４－２を見ると、一週間に 245 人が利用をしていることがわかる。一か月あたり 21.4 日
間営業を行うと仮定すると、延べ利用者数は 1049.6 人となる。なお、2015 年度においては手
数料を徴収していない91。また、一か月当たりの収入は約 142.2 万円、支出は約 158.3 万円で、
約 16.1 万円の赤字が毎月発生しており92、店舗や宅配といた生協の基幹事業の利益から内部補
助という形で赤字分を補填している93。一人当たりの購入費を試算と同じ 1264.4 円とすると、
16.1 万円分の赤字を無くすためには、一か月当たりの延べ利用者が更に約 181.6 人、収入が更
に約 229,671 円必要となる。つまり、移動ふれあい便の収支均衡が成り立つ延べ利用者数は約










                                                   
91  生活協同組合コープみらいへの電話インタビューに基づいている。なお、2016 年夏より、一品当たり 10
円の手数料を取るようになった。 
92  2015 年度は年間の収入が約 1700 万円、支出が約 1900 万円とのことだった。 
93  生活協同組合コープみらいへの電話インタビューに基づいている。 
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※ 合計点が 60点以上ならば、サービス変更無。事業主体が事業継続を希望する場合、自治体は補助金維持。 
※ 合計点が 60点未満ならば、手数料引き上げ等、サービスの一部停止。事業主体が事業継続を希望する場合、
自治体は補助金減額。 

























































                                                   
97  薬師寺哲郎・高橋克也・田中耕市(2013)「住民意識から見た食料品アクセス問題 ―買い物における不便や
































質問番号 2,3,4,5 では普段の買い物の状況に関する質問を行った。質問番号 2 では、普段買
い物をする場所・方法について、店舗、宅配、移動販売、その他から選択する形で回答を頂い
た。質問番号 2 で店舗と回答した人に対して、質問番号 3 では主な移動手段と移動時間につい
て質問を行った。移動手段は徒歩、自転車、自家用車、親族・知り合いによる送迎、バス、電
車、タクシーから選択し、移動時間は分単位で記入する形で回答を頂いた。質問番号 4 では、




質問番号 6,7 ではタンパク質の摂取状況に関する質問を行った。質問番号 6 では、普段の買
い物でタンパク質（魚介、肉、大豆製品、牛乳など）や油脂を含む食料品を購入しているか否
かをはい、いいえで回答して頂いた。質問番号 7 では、タンパク質や油脂を含む食料品をどれ
くらいの頻度で食べているかを、毎日、2 日に 1 回、3～4 日に 1 回、5～7 日に 1 回、  月
に数回の中から選択する形で回答を頂いた。 
















































































































































                                                   
99 警察庁「運転免許統計（平成 27 年度版）」には、運転免許の保有者の人数が掲載されている一方、総務省
統計局「平成 27 年国勢調査人口等基本集計結果」には運転免許を得ることができる 16 歳あるいは 18 歳以































































有 110人 88.7% 19人 100.0% 91人 86.7%
無 14人 11.3% 0人 0.0% 14人 13.3%








20歳以上の総人口（人） 105,214,849 50,610,285 54,604,564
運転免許保有者数（人） 82,150,008 45,344,259 36,805,749


































                                                   
100 君津市「参考２ 公共交通に関する市民アンケート調査」君津市地域公共交通網形成計画 （最終案）」p.67 




































                                                   




















































































































































































































君津市 都市部 君津市山間部 君津市外 不明 合計
回答数 36人 68人 15人 5人 124人
回答数
/総回答者数
29.0% 54.8% 12.1% 4.0% 100.0%
移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 8 4 2 24 38
回答数
/総回答者数
22.2% 11.1% 5.6% 66.7% 105.6%
回答数 9 13 6 42 70
回答数
/総回答者数




































































































































移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 14 13 8 53 88
回答数
/総回答者数
16.7% 15.5% 9.5% 63.1% 104.8%
回答数 6 8 3 23 40
回答数
/総回答者数






移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 5 3 1 17 26
回答数
/総回答者数
19.5% 11.7% 3.9% 68.0% 104.0%
回答数 3 1 1 7 12
回答数
/総回答者数






移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 6 8 5 27 46
回答数
/総回答者数
13.6% 18.2% 11.4% 61.4% 104.5%
回答数 3 5 1 15 24
回答数
/総回答者数






品ぞろえ 値段 頻度 その他 未記入 合計
回答数 2 3 4 2 75 86
回答数
/総回答者数
2.4% 3.6% 4.8% 2.4% 89.3% 102.4%
回答数 3 10 4 3 21 41
回答数
/総回答者数
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移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 7 3 1 12 23
百分率 30.9% 13.2% 4.4% 54.5% 103.1%
回答数 1 1 1 12 15






移動 品ぞろえ その他 未記入 合計
回答数 9 11 3 23 46
百分率 23.1% 28.2% 7.7% 52.3% 111.2%
回答数 0 2 3 24 29
百分率 0.0% 6.9% 10.3% 82.8% 100.0%
店舗での買い物で不便に感じる点（複数回答）
50代以下
（N=44）
60代以上
（N=29）
